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　本稿は、生成 AI 時代における日本再興の鍵として、

IP インテリジェンスを活用した俯瞰経営の重要性を論

じる。日本企業が失われた成長力を取り戻すには、従来

の大量生産や前例主義から脱却し、他国が手がけないユ

ニークネスを見極め、事業化する必要がある。そのため

には、知財・論文・市場・ニュースなど多様なデータを

俯瞰的に可視化し、経営判断を支えるインテリジェンス

チームを置くことが重要である。さらに、世界の若者の

好奇心と AI 活用力を取り込み、人にしかできない価値

創造を進めることが求められる。

　AI の進化は好奇心を埋め込むことにより飛躍的に進

化した。従来の教師型 AI ではルールに従ってランダム

に繰り返し学習を積んでゆくのに対して、好奇心のルー

ルを埋め込むことにより、無教師型 AI となり飛躍的に

学習精度が高まった。人が AI に勝てる要素は創造力だ

けとなったが、人々は好奇心を持つことで創造力につな

げることができるはずだ。年齢を重ねるごとに生活も仕

事も習慣化され、新たな発見をもたらす好奇心をどこか

に置き忘れてはいないだろうか ? 知財を含む情報の羅

列を可視化すると、その粗密からさまざまな背景とス

トーリーが浮かび上がってくる。情報を客観的に俯瞰す

ることの大切さと、組織の意思決定に役立てる俯瞰経営

について概説し、日本再興のための方策の一つとして、

世界の優秀な若者の発想力と好奇心を取り入れることが

鍵となることを示すことが本稿の主な目的である。

　2025 年に高市政権が発足し、日本を再始動する動

きが活発になってきている。その一つの取り組みは、政

権が掲げる戦略 17 分野 1 である。日本が 2040 年度

までに官民で 370 兆円超の投資を想定している新たな

成長戦略の柱であり、経済成長と安全保障を同時に実現

するため、AI・半導体や量子、防衛、宇宙など国策と

して特に優先支援すべき 17 の産業分野が設定されてい

る。これまでも、重点 8 分野など、政権が変わる都度

に注力する分野が発表されていたが、今回の戦略 17 分

野においては、アメリカ、中国が手掛けていない空白領

域に活路を見出すということが、これまでの戦略の進め

方とは大きく異なっている 2。空白を見つけるためには、

米中を含む世界の各分野における技術開発競争の状況を

俯瞰的に精緻に可視化する必要があり、2026 年 6 月

12 日に開催された知的財産戦略本部の会合にて、高市

首相が知的財産推進計画 2026 の概要説明の冒頭にて、

IP ランドスケープを活用して技術開発競争の勝ち筋を

IPインテリジェンスで実現する俯瞰経営
ー生成AI 時代に日本再興を導く、人にしかできない価値創造ー
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はじめに1

1 　 h t t p s : / / w w w . c a s . g o . j p / j p / s e i s a k u /
nipponseichosenryaku/kaigi/dai3/shiryou1.pdf

2　日経電子版「高市政権の知財戦略、米中の特許「空白域」
に活路　17 分野の事例調査」https://www.nikkei.com/
article/DGXZQOUA133VI0T10C26A3000000/

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/kaigi/dai3/shiryou1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/kaigi/dai3/shiryou1.pdf
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA133VI0T10C26A3000000/
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA133VI0T10C26A3000000/
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特定した上で、集中的に知財投資を進めることが必要で

ある旨を話されている 3。

　17 分野の中でも、量子コンピューター、AI、防衛は

地政学的リスクも踏まえて極めて重要であり、核融合、

ニューロテックは続く革新的技術として日本の基礎研究

が期待されている領域である。従来のような政府が道筋

を示して、民間が投資をする方式から、政府と民間が一

体となって行う官民投資が鍵をにぎる。

　一方、企業経営者の心情としては、不確実性よりも確実

性の高い現業回帰の風潮が強くなっている。現業回帰は目

先の利益は獲得できるが、未来の芽を摘む可能性がある。

　ペースレイヤリング 4 の考え方を取り入れ、短期、中

期、長期のバランスをとった戦略が必要であり、未来を

見通した俯瞰を行えるソナーの役目を果たすインテリ

ジェンス部隊を経営層の直下に配置することが望まし

い。とくに、戦争、感染症など、ビジネスにマイナスの

インパクトをもたらす事象が 2020 年以降は頻発して

いる。過去の延長ではなく、復元力をもつレジリエンス

な経営をするためにも、日頃から様々な情報を組み合わ

せた俯瞰経営に取り組み BCP（事業継続計画）5 を策

定しておくことが、昨今は求められている。

　さらに AI の活用の先にある脅威についても少し触れ

ておく必要がある。かねてより 2045 年頃にシンギュ

ラリティポイントを迎えると、AI が人間を支配するこ

とになるリスクがあることを主張する人々に対して、米

国人工知能学会を中心に反論するという対立的な構図が

あった。しかし、近年の生成AIの進展は予想よりも早く、

米アンソロピックの共同創業者ジャック・クラーク氏が、

BBC の番組内で、人工知能（AI）の進化を遅らせる策

が必要だと訴えている 6。AI が人間のインプットなしに

発展できる段階に近づいていると、同氏は警告している。

AI 開発を進めることにより得られる短期間で得られる

期待収益が莫大であるため、その先の将来のリスクに対

する歯止めが効かない状況が続いている。また、ジャッ

ク・クラーク氏は AI をうまく活用する人材の姿をつぎ

のように描いている。「創造力があり、広い視野で物事

を考えられる人、たくさん本を読む人、幅広い興味をも

つ人が、（AI の）恩恵を最も受ける」「好奇心に身を任

せてほしい。そうすれば、この技術の活用する中で得ら

れるものがたくさんあるはずだ」

　どうやら、習慣的な活動を単調に行なっている者は、

AI に支配され、好奇心をもって挑戦しつづける者はうま

く AI と共存できるということらしい。それは、法人とし

ての企業活動においても同じと言えるのではないだろう

か ? ビジネスの速度は AI 化につれて加速する。経営層

には俯瞰的な情報を統合した迅速かつ適切な意思決定が

求められる。そのためのソナーの役割を担うインテリジェ

ンス部隊が、日常から俯瞰的な情報解析とナラティブを

構築し、経営者に提供する体制の活用が重要である。

　現在の企業の若手・中堅社員は日本がかつて世界

で輝いていた時代を自分の目で見て体験していない。

SONY のウォークマン、カップ麺、ウォッシュレット、

Shiseido、トヨタ、ホンダ、パナソニックのロゴや商

品がニューヨークの街に煌びやかに主張していた時代を

描いた書籍「ジャパンアズナンバーワン 7」も出版され、

日本の成功モデルをアメリカが学ぶべき本として話題に

なった。1989 年は日本のバブル経済を背景に、銀行

や通信会社が世界企業価値ランキングを席巻していた

（表 1）。世界トップ 10 のうち約 8 社が日本企業であ

り、金融資産価値の高さが企業価値を押し上げていた。

2025 年は AI 革命により、AI・半導体・クラウドを中

心とした米国テクノロジー企業が圧倒的な存在感を示し

ている。この約35年間で、企業価値の源泉は「金融資産」

忘れさられつつある日本の黄金時代2

4　ペースレイヤリング（Pace Layering）とは、米国の思想
家スチュワート・ブランドが提唱した「変化のスピードが
異なる複数の層（レイヤー）が互いに影響し合いながら機
能している」という概念、またはそれを応用した思考法

5　BCP（事業継続計画：Business Continuity Plan）とは、自
然災害や大火災、パンデミックなどの緊急事態に際し、企業が
損害を最小限に抑え、中核となる事業を継続または早期復旧さ
せるための具体的な手段や体制を取り決めておく計画のこと

3　https://www.kantei .go. jp/ jp/105/actions/ 
202606/12chizai.html

7　ジャパンアズナンバーワン by エズラ・F. ヴォーゲル （Author）, 
広中 和歌子 （Translator）, 木本 彰子 （Translator） 

6　AI の進化、遅らせる策が必要　米アンソロピック共同創業
者が BBC 番組で主張 https://www.bbc.com/japanese/
articles/crlpl2xrj15o?fbclid=IwdGRzaASScu1jbGN
rBJJyNGV4dG4DYWVtAjExAHNydGMGYXBwX2lk
DDM1MDY4NTUzMTcyOAABHjUfZx86U6onRIop
9Vsn5yyFGHbPeja_rj74QTVswwAphfXNWpXGUz-
kb2go_aem_YWdncwDLwc5y5yQqCCbsQ20-
pWVZ&brid=YWdncwEBFeB-EpVbTdJ1DBBqYszw

https://www.kantei.go.jp/jp/105/actions/202606/12chizai.html
https://www.kantei.go.jp/jp/105/actions/202606/12chizai.html
https://www.bbc.com/japanese/articles/crlpl2xrj15o?fbclid=IwdGRzaASScu1jbGNrBJJyNGV4dG4DYWVtAjExAHNydGMGYXBwX2lkDDM1MDY4NTUzMTcyOAABHjUfZx86U6onRIop9Vsn5yyFGHbPeja_rj74QTVswwAphfXNWpXGUzkb2go_aem_YWdncwDLwc5y5yQqCCbsQ20-pWVZ&brid=YWdncwEBFeB-EpVbTdJ1DBBqYszw
https://www.bbc.com/japanese/articles/crlpl2xrj15o?fbclid=IwdGRzaASScu1jbGNrBJJyNGV4dG4DYWVtAjExAHNydGMGYXBwX2lkDDM1MDY4NTUzMTcyOAABHjUfZx86U6onRIop9Vsn5yyFGHbPeja_rj74QTVswwAphfXNWpXGUzkb2go_aem_YWdncwDLwc5y5yQqCCbsQ20-pWVZ&brid=YWdncwEBFeB-EpVbTdJ1DBBqYszw
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から「知的資産・ソフトウェア・AI」へと大きく移行し

ている。

　日本は従来の価値観、既存の方法に固守しつづけ、とう

とう失われた 30 年が 40 年になろうとしている。日本は

このまま衰退し、かつての明治・大正時代のように、一部

の気概のある国民が国外へ渡航して、出稼ぎ労働の収入で

経済を補う国に転落してしまうのだろうか ?　これまでの

日本経済は大企業を中心に徹底的に効率化した生産ライン

を武器に、安価な標準商品の大量販売モデルで薄く広く利

益を上げてきた。しかし、生産ラインは自動化が進み、AI

を用いて容易に最適化されると、同種の製造装置を用いる

他国との差別化が難しくなってきている。

 

　日本の再興は他国が手がけないユニークネス（独自性）

を生かしたビジネスモデルを展開することである。

　プラットフォームかユニークネスでしか市場のシェア

をとれない時代になりつつある。ユニークネスを出すに

は、他社が手がけていない、あるいは、他社にはできな

い領域を見つけて、商品、サービスを上市し、マーケッ

トからの入力、フィードバックを独占し、事実上の唯一

のプラットフォーマーとなり、事業の盤石化を図る必要

がある。ユニークネスを見つけるには、全体を俯瞰し、

他社との差別化を図れる Min-Max8 領域を特定する必

要がある。幸い、日本の研究開発投資額はいまだ世界第

3 位であり、決して少なくはない（表 2）。しかし、米国、

中国の投資額と比較すると 1/4 以下である。巨額の資

金をもとに最初からプラットフォーマーとしての地位を

狙える米中に対して、日本は空白（隙間）をみつけるな

ど、投資先の見極めが重要である。

　日本のビジネスモデルは大量生産による物売りが基本で

あった。ここに AI による生産設備の自動化が加わり、コ

スト削減と安定供給が同時に手に入った。サービスプロダ

クトのユニークネス（独自性）を最大限に生かしたビジネ

スを行い、顧客からのフィードバックループを回し、独自

性を生かしたプラットフォーム化へと進化させることが可

能である。とくに、日本企業が得意とするデバイスや材料

分野では、物売りビジネスから脱却し、そこから生み出さ

れる情報のサブスクサービスとプラットフォームのライセ

ンスビジネスが目指すべきビジネスモデルとして挙げられ

る（表 3）。

　すでに独自の技術を活かして、世界トップシェアを誇

る企業がいくつも存在している。日本の技術は、エンド

ユーザーの目に見えない「素材」や「電子部品」、「製造

装置」として世界中の現代商品を裏から支えている。ス

マートフォンから自動車、医療機器に至るまで、世界シェ

アトップクラスを誇る 日本の代表的な企業技術と、そ

れが生きている現代商品の例まとめると下記のようにな

る（表 4）。これらの事例は令和時代のユニークネスビ

ジネスと言える。

表 1　1989 年と 2025 年の世界の時価総額ランキング

表 3　従来の大量生産ビジネスからプラットフォーマーまでの比較

表 2　日本の研究開発費は世界第 3 位

8　Min-Max（ミニマックス）は、主に「最小値（Minimum）」
と「最大値（Maximum）」を組み合わせた概念。たとえば、
自社と他社の製品やサービスのもっとも類似している点が、
他社の製品・サービス間の類似性の中で、もっとも類似し
ていない場合、自社の製品・サービスは差別化が最大化し
ていることになる。

他国のやらない
ユニークネスをビジネス化3
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　バブル崩壊後の失われた 30 数年の原因については、

複合的な要因があり、経済学者の論に任せることとする

が、多くの企業経営者が積極的な投資よりコスト削減を

優先し、縮小均衡に向かい、負のスパイラルが長きに渡っ

たことが事実としてあげられる。投資の中には、人件費、

すなわち従業員給与も含まれ、日本人の平均給与水準は

バブル崩壊後の同期間における他先進国の伸びに比べて

ほとんど伸びていないことがわかる（図 1）。

 

　従来のイノベーション創作活動とユニークネスを生み出

す活動のあるべき姿を対比させると、ユニークネスを出す

ためのイノベーションが生まれない原因は、同じバックグ

ラウンドを持つ者同士が、リスクを過度に恐れ、安定志向

であることが遠からず要因としてあげられる（表 5）。

5.1　迅速かつ適切な判断
　ビジネスの世界は指数関数的に増加しつづけている情

報と、日々進化する AI の浸透により、複雑化し加速し

ている。このため、限られた情報から適切な判断と迅速

な意思決定が経営者には求められている。過去の経験を

活かしつつも、現状の課題を理解し、将来への影響を踏

まえたストーリーを必要十分な情報の解析と可視化から

抽出する。令和の時代には、AI を駆使しつつ、意思決

定者のために日々、ソナーの役割を担うインテリジェン

スチームの組成が不可欠である。

5.2　IP インテリジェンスの思考
　IP インテリジェンスは、IP ランドスケープを発展さ

せ経営者の意思決定を導き出し、戦略構築まで結びつけ

る一連のプロセスを指す。広く、適時、適切な意思決定

を行いつづけるために、意思決定者の直下にはソナーの

役割を果たすインテリジェンスチームが必要である。イ

ンテリジェンスチームは、組織内外の多種多様な非定型

かつ不定期な情報からいち早く兆しを見つけ、将来起こ

りうる事象と、そこに至るストーリーを複数抽出し、意

思決定者に提出し、競合や破壊的事象に先駆けて対処す

るプロセスを担う。インテリジェンスチームに必要な要

件は下記表のとおりである（表 6）。

　未来人材すなわち若者の吸収力と柔軟性に期待し、イ

ノベーションのアイディア創出のためのチームに彼らを

積極的に登用すべきである。異なるバックグラウンドの人

財を登用することで、あらたなアイディア、新規事業のタ

ネを掴むことができる。優秀な人材は国内にかぎらず世界

で探す。筆者の会社では、シリコンバレーに集う優秀な学

生を企業の課題解決に一緒に取り組むためのプログラム

（GIS : Global Innovation Studio）を実施している（図 2）。

令和の俯瞰経営の重要性5
表 4　日本企業のユニークネス事例

なぜこれほどユニークネスを
出せなくなったのか4

表 6　インテリジェンスチームの要件

図 1　各国の賃金の推移

表 5　従来のイノベーション創作活動と
ユニークネスを生み出す活動のあるべき姿

未来人材の登用6
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　2025 年は 9 名の募集枠に対して 1000 人近い応募が

あった。ほとんどが、現地を代表する世界トップクラスの

大学の学生であり、多くはコンピュータサイエンスを専攻

しているため、データサイエンス的な素養は十分に揃って

いた。足りないのは、ビジネスでの経験だけであった。

　彼らの夏休みの数ヶ月間を企業の担当者たちと一体の

チームとなり、課題の定義化、解決のためのアイディア

検討、プロトタイプまでを実施する。企業の内部だけで

検討したら年単位で時間がかかり、さらに、驚くような

発想のストーリーは出てこなかったような案件ばかりで

あった。さらに生成 AI やデータ処理が解決策の基盤と

なるテーマでは、最先端の AI モジュールを使いこなせ

る学生たちの方がはるかに有効にプロトタイプを構築

し、報告会では関係役員の前で実演も行う。このこと

は、学生にとっては貴重な機会となる上、企業が日本企

業の場合は、日本企業の魅力を伝える場としても効果的

である。実際、当プログラムを通じて、のちに、担当

した企業に就職した事例も散見されている。例年、GIS

の取り組みでは、主に Stanford Univ. を中心に応募が

ある。彼らはリアルな課題に挑戦したいという強い思い

がある。コンピューターサイエンス専攻の学生が多く、

1. データサイエンス、2.AI、3. ビジネス、4. ファイナ

ンスの四つのうち、2 つ以上の素養がある若者を起用し

ている。2025 年の実際の取り組み事例では、AI シミュ

レーターの生成 AI 化、国際物流のリスク予測モデルの

開発、緊急時の大規模集客施設におけるエッジ AI を用

いた人流制御などが行われた（図 3）。

　習慣は無意識に正常な行動を誘う。一方、習慣が発想

の広がりを阻むことがある。そこで、思い込みを排除し

て発想を垣根なく広げる訓練を行う。データを可視化し

て、素直にストーリーを抽出する。従来の人力作業では、

時間コストの制約、人の経験と勘所によるバイアスが入

り込む。既存の業務では問題は発生しないが、外部環境

が大きく変わる昨今では、AI 活用により自動化と短期

化とともに、広い視点から判断をする方が適切である。

さらに俯瞰 +AI を適用すると関係性を保持した可視化

が実現し、ハルシネーションを抑制することになり、適

切かつスムースな意思決定につながる（図 4）。

ビックデータシンキング7

図 2　Global Innovation Studio による未来人財の登用

図 4　俯瞰 +AI 化による意思決定までのプロセスの改善

図 5　ビックデータシンキング

図 3　Global Innovation Studio の実施例
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　俯瞰 +AI を取り入れ、データにもとづき垣根のない

アイディア発想をする方法をビックデータシンキングと

呼ぶ。デザインシンキングがインタビューベースのア

イディア創出であるため主観データであるのに対して、

ビックデータシンキングは、データを広く集め、可視化

し、そこからストーリーを導き、課題に対してソリュー

ションを絞り込む客観的な方法をとる。前節で紹介した

Global Innovation Studio において、企業や学生との

コミュニケーションツールとして有効に機能している。

 

　量子、AI、防衛、核融合、脳科学は、今後の 20 から

30 年の間に私たちの社会に大きく影響する。

　高市政権が掲げる戦略 17 分野にも取り上げられてい

る。中でも量子技術は実用化に向けた各国の活動が活発

になってきている。量子分野は、量子メカニズムの現象

が完全には解明できていない中で、開発が進められてい

ることが、他の分野とは異なり、実現時期を推測するの

を難しくしている。研究の状況を論文データで代替させ、

サービス、開発の状況は特許公開公報を用い、投資家の

関心事をスタートアップデータにて把握し、世の中の期

待についてはニュースデータを用いることとした。それ

ぞれの四つのデータごとに俯瞰図を作成し、総合的に判

断を行った。論文と特許文献ともに件数は増加基調であ

り、両方の俯瞰図ともに中心が誤り訂正の技術であった

（図 6）。特許では誤り訂正が少なく、論文は多数の文

献が出されている。誤り訂正の技術はまだ研究要素が多

分にあることを示している。量子分野のスタートアップ

の設立件数は 2023 年頃から減少傾向にある。これは、

投資家の関心が、新規スタートアップではなく、既存の

プレイヤーに向かっていることを示唆している。ニュー

スデータにおける量子に関する記事件数は生成 AI が出

始めた 2023 年ころか減少傾向にあったが、実用化

にむけた IBM などの各社の活動に再び脚光を浴びて、

2025 年から記事件数が増加している。これらを総合

すると、量子技術は既存産業と結びつけて誰が実用化す

るかという段階に入ったと言える（図 7）。

　日本の再興に近道は残されていない。教育と基礎研究

に重点を置く政策を進め、国際性豊かで好奇心にあふ

れ、挑戦する心を醸成する教育を実施してゆくのが望ま

しい。AI を取り入れることにより個人の可能性は飛躍

的に高まっている。世界から憧れる日本文化を維持しつ

つ、先端技術を使いこなす若者を世界に輩出することが

日本再興につながると筆者は考える。

日本の戦略分野の俯瞰事例8

図 6　量子技術に関する世界の特許出願の俯瞰図

おわりに9
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　日本再興の鍵は単なる効率化や既存産業の延長ではな

く、世界を俯瞰して空白領域を見極め、そこに日本固有

の技術、人材、文化を結びつけることにある。AI は判

断を代替するものではなく、人の好奇心と創造力を拡張

する道具である。知財・論文・市場・ニュースなどを統

合的に可視化し、若い世代の柔軟な発想を取り込むこと

で、日本は再び独自の価値を世界に提示できる。
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図 7　俯瞰解析からみえる量子技術の今後の見通し
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